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２．障害者総合支援法・児童福祉法によるサービス 

●サービスのしくみ 

障害者総合支援法のサービスは、障害のある方の障害程度や勘案事項（社会活動や介護者、居住

等の状況）をふまえ、個別に支給決定が行われる「障害福祉サービス」と、区市町村の創意工夫に

より、利用者の方々の状況に応じて柔軟に実施できる「地域生活支援事業」で構成されています。 

また、児童福祉法に基づく障害のあるお子さまに対するサービスとして、「障害児通所支援」があ

ります。 

障害福祉サービスと障害児通所支援には、原則として計画相談支援と障害児相談支援の適用があ

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害福祉サービス 

（障害者総合支援法） 

 

介護給付 

・居宅介護 など 

訓練等給付 

・自立訓練 など 

地域生活支援事業 

 

・障害者移動支援 

・日中一時支援 など 

相談支援事業 

 

・計画相談支援 

・地域相談支援 

・障害児相談支援 
障害のある方 

障害のあるお子さま 

補装具費支給制度 

障害児通所支援 

（児童福祉法） 

 

・児童発達支援 

・放課後等デイサービス など 自立支援医療 
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●障害福祉サービス 

介護給付 

居宅介護 

（ホームヘルプ） 

自宅で、入浴、排せつ、食事介助、掃除、洗濯等の生活に係る援助、

通院等の介護を行います。 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由者、重度の知的障害がある方、精神障害がある方

で行動上著しい困難があり、常に介護を必要とする場合に、自宅で

入浴、排せつ、食事の介護、外出時における移動支援などを総合的

に行います。 

同行援護 
視覚障害により、移動に著しい困難を有する方に、移動に必要な情

報の提供（代筆・代読を含む）、移動の援護等の外出支援を行います。 

行動援護 
自己判断能力が制限されている方が行動するときに、危険を回避す

るために必要な支援や外出支援を行います。 

重度障害者等包括支援 
介護の必要性がとても高い方に、居宅介護等の複数のサービスを包

括的に行います。 

短期入所 

（ショートステイ） 

自宅で介護を行っている方が病気等の理由により介護を行うことが

できない場合などに、短期間、夜間も含め施設で、入浴、排せつ、食

事の介護等を行います。 

療養介護 
医療と常時介護を必要とする方に、医療機関で機能訓練、療養上の

管理、看護、介護及び日常生活の支援を行います。 

生活介護 
常に介護を必要とする方に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等を行

うとともに、創作的活動又は生産活動の機会を提供します。 

施設入所支援 
施設に入所する方に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介護等を行

います。 

 

訓練等給付 

自立訓練 

（機能訓練・生活訓練） 

自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機能

又は生活能力の向上のために必要な訓練を行います。 

宿泊型自立訓練 
居室等の設備を利用し、生活能力の向上のために必要な訓練を行い

ます。 

就労移行支援 
一般企業等への就労を希望する方に、一定期間、就労に必要な知識

及び能力の向上のために必要な訓練を行います。 

就労継続支援 A 型・B 型 

一般企業等での就労が困難な方に、働く場を提供するとともに、知

識及び能力の向上のために必要な訓練を行います。原則雇用契約を

結ぶ A 型と雇用契約を結ばない B 型があります。 

就労定着支援 

就労移行支援等の利用を経て一般就労へ移行した障害者で、就労に

伴う環境変化により生活面の課題が生じている者に必要な連絡調整

や指導・助言等の支援を行います。 

自立生活援助 

一人暮らしに必要な理解力・生活力等を補うため、定期的な居宅訪

問や随時の対応により日常生活における課題を把握し、必要な支援

を行います。 

共同生活援助 

（グループホーム） 

共同生活を行う住居で、相談や日常生活上の援助を行います。また、

入浴、排せつ、食事の介護等の必要性が認定されている方には介護

サービスも提供します。 

 

①  利用の手続き 

   サービスの利用を希望される方は、区市町村の窓口に申請する必要がありますので、詳しく 

  は問合せ先にご確認ください。サービス利用までは基本的に以下のような流れで進んでいきま 

す。 
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サービス等利用計画とサービス利用開始までの流れ 

※利用サービスによって下記の流れと異なる場合があります。 

① サービス利用申請 

（利用者→区） 

② 認定調査（新規・区分更新） 
（区→利用者） 

区がご自宅等に訪問し、お身体や

生活の状況等を聞き取りにより調査

します。また、主治医の意見書提出

をお願いします。 

③ 障害支援区分の認定 

（区） 

②の調査と主治医の意見書をも

とに審査会（※）が認定をしま

す。認定後は円滑なサービス提供

のため、相談支援専門員との契約

をお願いしております。 

※サービス内容によっては審査

会を経ない場合もあります。 

④ サービス等利用計画案作成

のためのアセスメント(聞き取

り調査) 

（利用者⇔相談支援専門員） 

契約をした相談支援専門員が利用

者やご家族等にお話しを伺い、サー

ビス内容や利用時間数、利用事業者

等をまとめた計画案を作成します。 

⑤サービス等利用計画案の提出 

(利用者・相談支援専門員→区) 

⑥ サービスの支給決定・受給者証

の交付 

（区⇒利用者） 
 サービスの種類や量を決定します。

決定後は郵送で決定通知と受給者証を

お送りします。 

⑦ サービス提供事業所と契約、

サービスの開始 
（利用者⇔サービス提供事業所） 

サービス開始とあわせて、相談支

援専門員が担当者会議を開き、確定

した利用計画を区に提出します。 

⑧ モニタリング 

（相談支援専門員⇔利用者） 
相談支援専門員が定期的にご利用状

況を確認し計画の見直し等を行ないま

す。 

サービス利用の継続 
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② 利用者負担について 

障害福祉サービスの利用者負担は、所得に応じて次の 4 区分の負担上限月額が設定され、 

ひと月に利用したサービス量にかかわらず、それ以上の負担は生じません。 

【障害のある方】 

注 1 入所施設利用者（20 歳以上）、グループホーム利用者は、区市町村民税課税世帯の 

場合、「一般 2」となります。 

   【障害のあるお子さま】 

なお、所得を判断する際の世帯の範囲は、住民基本台帳での世帯が原則ですが、18 歳以上の

障害のある方については、本人または、本人と配偶者のみを世帯の範囲とします。18 歳未満の

児童（施設に入所する 18・19 歳を含む）は、住民票での世帯単位のままです。 

また、所得に応じて、食費等の実費負担等に軽減策が講じられる場合があります。 

③ 高額障害福祉サービス等給付費等による世帯単位の軽減措置（国制度） 

（1） 障害のある方の場合は、障害のある方と配偶者の世帯で、障害福祉サービスの負担額（介

護保険も併せて利用している場合は、介護保険の負担額も含む。）の合算額が基準額を超え

る場合は、高額障害福祉サービス等給付費が支給されます（償還払いの方法によります）。 

（2） 障害のあるお子さまが障害者総合支援法と児童福祉法のサービスを併せて利用している場

合は、利用者負担額の合算が、それぞれのいずれか高い額を超えた部分について、高額障害

福祉サービス等給付費等が支給されます（償還払いの方法によります）。 

※ 世帯に障害のあるお子さまが複数いる場合でも、合算した負担額が一人分の負担額と同

様になるように軽減します。 

（3） 平成 24 年 4 月 1 日より補装具に係る利用者負担も合算軽減が図られています。 

（4） 同一の世帯に障害福祉サービスを利用する障害のある方等が複数いる場合、障害福祉サー

ビスと介護保険法に基づく居宅サービス等を併用する障害のある方等がいる場合などで、利

用者負担の合計額が一定の額を超える場合には、高額障害福祉サービス等給付費等を支給さ

れ負担が軽減されます。 

（5） ただし、自立支援医療、療養介護医療、肢体不自由児通所医療及び障害児入所医療に 

係る利用者負担については、合算の対象外とされています。 

④ 新高額障害福祉サービス等給付費による軽減措置（国制度） 

平成３０年４月１日の支給対象の拡大により、６５歳到達以前に障害福祉サービスを継続し

て利用していた障害のある方が介護保険に移行した際、一定の条件に該当する場合に介護保険

サービスに係る利用者負担が軽減されます。 

区分 世帯の収入状況 月額負担上限額 

生活保護 生活保護受給世帯 0 円 

低所得 区市町村民税非課税世帯 0 円 

一般 1 

区市町村民税課税世帯（所得割 16 万円未満） 

9,300 円 ※入所施設利用者（20 歳以上）、グループホーム利用

者を除く（注 1）。 

一般 2 区市町村民税課税世帯（一般 1 以外） 37,200 円 

区分 世帯の収入状況 月額負担上限額 

生活保護 生活保護受給世帯 0 円 

低所得 区市町村民税非課税世帯 0 円 

一般 1 
区市町村民税課税世帯 

（所得割 28 万円未満） 

通所施設、ホームヘルプ

利用の場合 
4,600 円 

入所施設利用の場合 9,300 円 

一般 2 区市町村民税課税世帯（一般 1 以外） 37,200 円 
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⑤  高額障害者地域生活支援給付費による世帯単位の軽減措置（区制度） 

区事業である「移動支援事業」「日中一時支援事業」「日常生活用具給付等事業」を利用した場

合の利用者負担額の合算額が基準額を超える場合は、③の高額障害福祉サービス等給付費等に加

え、高額障害者地域生活支援給付費が支給されます（償還払いの方法によります）。 

【問合せ先】 

 障害者福祉課 障害者相談係 電話 ０３-５６０８-６１６５（身体障害者手帳をお持ちの方） 

                   ０３-５６０８-１３０４（愛の手帳をお持ちの方） 

               FAX  ０３-５６０８-６４２３ 

 精神障害者の方、難病患者の方 

  健康推進課 

  （向島保健センター）  電話 ０３-３６１１-６１３５ FAX ０３-３６１１-３１１３ 

  （本所保健センター）  電話 ０３-３６２２-９１３７ FAX ０３-３６２３-２１０８ 

●障害児通所支援 

児童発達支援 

心身に障害または発達の遅れがある主に未就学児について、日常生活

における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓

練などを行います。 

（旧・医療型児童発達支援）上肢、下肢又は体幹の機能に障害のある

未就学児について、児童発達支援と治療を行います。 

放課後等デイサービス 

心身に障害または発達の遅れがある１８歳までの就学児について、学

校授業終了後または休業日に、生活能力の向上のために必要な訓練、

社会との交流の促進などを行います。 

居宅訪問型児童発達支援 

重度の障害のため、児童発達支援、放課後等デイサービスを受けるた

めに外出することが著しく困難な児童の居宅を訪問し、日常生活にお

ける基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練な

どを行います。 

保育所等訪問支援 
児童が集団生活を営む施設（幼稚園や保育園など）を訪問し、集団生

活への適応のための専門的な支援などを行います。 

① 利用の手続き 

（１） 利用希望の事業所（86 ページ 施設一覧参照）で空き状況等について確認の上、区に「通

所受給者証」の交付申請をします。 

（２） 相談支援事業所に障害児支援利用計画案の作成を依頼します。 

（ご希望により、ご自身で計画案を作成することもできます。） 

（３） 申請書と障害児支援利用計画案を区に提出します。 

（４） 「通所受給者証」が交付されたら事業所に提示して契約を結びます。 

② 利用者負担について 

サービス費用の１割が自己負担になります。また、世帯の所得によって下記のとおり月ごとの

負担上限額が決まっており、それ以上の利用は定額になります。 

区分 月額負担上限額 

生活保護世帯 0 円 

低所得（区市町村民税非課税世帯） 0 円 

一般１（区市町村民税所得割２８万円未満の世帯） 4,600 円 

一般２（区市町村民税所得割２８万円以上の世帯） 37,200 円 

 

※同一世帯内で複数の障害福祉サービス等（障害者総合支援法・児童福祉法・地域生活支援事業）

を使い、利用者負担額の合計が世帯の上限額を超えると、超過分は「高額費」として償還して

います。対象見込みの方には区から通知します。 
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◆多子軽減制度について 

 区民税課税世帯のうち、第２子以降の未就学児にかかる障害児通所支援の利用者負担を軽減しま

す。第２子は利用者負担額が半額、第３子以降は無償となります。対象は、①②のいずれかに当て

はまる方です。 

①障害児通所支援利用児童のうち、兄または姉が保育所等に通う第２子以降の未就学児。 

②年収約 360 万円未満相当世帯である場合は、通所決定保護者と生計を同じくするきょうだい

（年齢問わず）の中で第２子以降の未就学児。 
 

◆利用者負担の無償化について 

国の幼児教育・保育の無償化制度により、３～５歳児の障害児通所支援は無償となります。 

また墨田区では、心身の発達に心配のあるお子さまを早期の療育につなげるため、「０～２歳児

の障害児通所支援」「みつばち園」「にじの子」の利用者負担額を、申請に基づき全額助成していま

す。 

なお、都の「児童発達支援事業所等利用支援事業」により、０～２歳児で世帯の第２子の利用者

負担額は無償となりますが、区の制度により助成しますので、都への申請は不要です。 

【問合せ先】 

障害者福祉課 事業者係 電話 03-5608-6578 ＦＡＸ 03-5608-6423 

●相談支援事業 

障害福祉サービス・障害児通所支援の利用にあたっては、サービス等利用計画・障害児支援利用

計画（ケアプラン）の作成が必要になります。これは障害のある方・お子さまが生活の中で解決す

べき課題や支援の方法を具体的なプランとしてまとめ、適切なサービス利用と効果的な問題解決に

つなげるものです。 

特定相談支援事業所・障害児相談支援事業所（82 ページ）に作成を依頼できるほか、障害のあ

る方本人や家族、支援する方などがつくる計画（セルフプラン）も利用できます。いずれも費用は

かかりません。 

●自立支援医療  

平成 18 年 4 月に、それまでの障害に係る公費負担医療（精神通院医療、更生医療、育成医療）

が、自立支援医療に変わりました。 
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◎ 自立支援医療の利用者負担と軽減措置 

● 所得に応じ、月ごとに負担上限額を設定しております。ただし、この負担上限額がひと月あ

たりの医療費の 1 割を超える場合は、自己負担は 1 割となります。なお、一定の負担能力が

あっても、継続的に相当額の医療費負担が生じる人々（高額治療継続者《いわゆる、重度かつ

継続》）にもひと月当たりの負担に上限額を設定するなどの負担軽減策を講じています。 

● 世帯の単位は、住民票上の家族ではなく、同じ医療保険に加入している家族を同一世帯とし

ます。ただし、同じ医療保険に加入している場合であっても、配偶者以外であれば、税制と医

療保険のいずれにおいても障害のある方を扶養しないことにした場合は、別の世帯とみなすこ

とが可能となる場合もあります。 

● 入院時の食事療養費または生活療養費（いずれも標準負担額相当）については、入院と 

通院の公平を図る視点から原則自己負担となります。 

 

 
 

※1 高額治療継続者（重度かつ継続）の範囲については、以下のとおり。 

① 疾病、症状等から対象となる者。 

● 更生医療・育成医療 腎臓機能、小腸機能、免疫機能、心臓機能障害（心臓移植後の抗免

疫療法に限る）、肝臓機能障害（肝臓移植後の抗免疫療法に限る／肝臓機能障害は平成 22 年

4 月に追加） 

● 精神通院医療 統合失調症、躁うつ病・うつ病、てんかん、認知症等の脳機能障害若しく

は薬物関連障害（依存症等）の者または集中・継続的な医療を要する者として精神医療に一

定以上の経験を有する医師が判断した者。 

② 疾病等に関わらず、高額な費用負担が継続することから対象となる者 医療保険の多数該

当の者。 

※2 育成医療の経過措置及び「一定所得以上」かつ「重度かつ継続」の者に対する経過措置を

講じています。 

 

 

 

 

 

生活保護世帯 

市町村民税非課税 市町村民税非課税 市町村民税＜3.3 万 23.5 万≦市町村民3.3 万≦市町村民税<23.5 万 

本人収入≦80 万 本人収入＞80 万 （所得 （所得 （所得

 
育成医療の経過措置（※2） 
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●補装具費支給制度 

① 補装具費の支給 

（１） 日常生活または就学・就労の安定と能力向上のため、補装具購入（修理）費を支給しま

す。利用者負担については平成 24 年 4 月から所得等に配慮した負担となるとともに、障

害福祉サービスと介護保険法に基づく居宅サービス等に関わる利用者負担と補装具に係

る利用者負担を合算したうえで利用者負担の軽減が図られるようになっています。 

（２） 支給決定は、障害のある方または障害のあるお子さまの保護者からの申請に基づき、区

が行います。 

 

補装具費支給のしくみ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①補装具費支給申請 

②補装具費支給決定 

 (種目・金額) 

※申請者が適切な業者の選定 

に必要となる情報の提供 

⑤補装具費の支払い 

(利用者負担額) 

④製品の引き渡し 

③契約 

③-1 製作指導 

③-2 適合判定 

①-1 意見照会 

判定依頼 

①-2 意見書の交付 

判定書の交付 

利用者 

(申請者) 

補装具製作 

(販売)業者 

東京都 

心身障害者 

福祉センター 

 

区 
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② 補装具費支給制度の利用者負担 

補装具費支給制度の利用者負担は、所得等に配慮した負担となっています。世帯の所得に応じ

て次の区分の負担上限月額が設定されます。  

また、障害福祉サービスの負担額等と合算され、高額障害者福祉サービス費による軽減措置の

対象となります。 

 

区分 世帯の収入状況 負担上限月額 

生活保護 生活保護受給世帯 0 円  

低所得 区市町村民税非課税世帯 0 円  

一般 区市町村民税課税世帯 37,200 円  

  

  ● 所得を判断する際の世帯の範囲は、次のとおりです。 

種別 世帯の範囲 

18 歳以上の障害のある方 障害のある方とその配偶者 

障害のあるお子さま 保護者の属する住民基本台帳での世帯 

※ なお、18 歳以上の障害のある方で世帯の中に区市町村民税所得割額が 46 万円以上の方

がいる場合は、公費負担の対象外となります。 

●地域生活支援事業 

区では、障害のある方が、自立した日常生活または社会生活を営むことができるよう、以下の事

業を実施しています。 

 

【墨田区実施の主な事業】 

事 業 名 相談窓口 内  容 

手話通訳者・要約筆記者

派遣サービス 
障害者給付係 

聴覚、言語機能、音声機能等の障害のため、意思

疎通を図ることに支障がある方とその他の人の意思

疎通を仲介するために、手話通訳者や要約筆記者の

派遣を行います。 

日常生活用具給付事業 障害者相談係 
重度障害のある方等に対し、自立生活支援用具等

日常生活用具の給付を行います。 

移動支援事業 事業者係 
屋外での移動が困難な障害のある方について、 

外出のための支援を行います。 

地域活動支援センター 
保健予防課 

保健予防係 

障害のある方が通い、創作的活動または生産活動

の提供、社会との交流の促進等の便宜を図ります。 

その他の事業  

自立した日常生活または社会生活を営むために 

必要な事業を行っています。 

例：日中一時支援事業、訪問入浴サービス事業等 


